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1. 自己紹介



秋田県の「博士号教諭」

瀬々　将吏 　　博士（理学）
Syoji Zeze,  Ph. D

ぜぜ　　　しょうじ

秋田県立横手清陵学院高等学校 
教諭

2008（平成20）年から 
現職



入学してしばらくは 
バンド活動に熱中

母校 
県立芦屋高校 
　　（兵庫県）

なぜか，物理学者を 
目指す



広島大学 理学部 
物理学科 大阪市立大学 大学院　理学研究科 

前期博士課程（マスター） 
後期博士課程（ドクター）

がんばって，博士号を取得 
分野は‥



ひも理論
String Theory

素粒子は小さな「ひも」からできている 
量子重力理論の有力候補



研究員（ポスドク）

•研究だけをやる。授業はしない。 

•給料が出る。 

•任期制。ずっといられない。



奈良女子大学



京都大学　基礎物理学研究所

日本人で初めてノーベル賞をとった

湯川秀樹



慶応義塾大学 日吉キャンパス



國立台湾大学



國立台湾大学



國立台湾大学











S. Z.



秋田に来るまでの 
研究生活で得たもの

人



2. 変化する理工系教員のニーズ



理系のキャリアパス

大学 大学院 
修士

大学院 
博士

企業（製造・開発・シンクタンク） 
公務員 
教員 

医・歯・薬・看護・福祉

研究員

大学 
教員

4 2 3

授業料払う 
給料なし





「博士先生」5人、高校に 理数系充実ねらい採用
　理数系教員を充実させたい県教委は全国で初めて、40歳未
満の博士号保有者を対象にした教員採用枠を設けた。若干名
の募集に57人が応募。採用した男性5人のうち2人は普通教員
免許はなく、特別免許を交付した。4人が理学博士(生物・物
理)、1人が工学博士だ。
（中略）
同じく同校に赴任した瀬々(ぜぜ)将吏さん(35)=兵庫県出身=は
素粒子論が専門。大阪市立大大学院で博士課程を終えて4年、
ポスドクとして国内外の大学を転々とした。台湾大で研究員
をしていた2月、研究者仲間のメーリングリストで募集を知っ
た。

[朝日新聞 2008/5/26]



現在6人の「博士号教員」が、秋田県各地の
高校で活躍



教員としての仕事

授業

校務 
学年、進路、
教務、総務、
特活、情報 
、生徒指導 

SSH

学級担任

部活 
野球，陸上，文芸， 

科学部

出張授業

博教研の事業



SSH 
スーパーサイエンスハイスクール

秋田県は大館鳳鳴，秋田北鷹，秋田中央， 
　　　　　　　　　（横手清陵, H27まで）



スーパーサイエンス
ハイスクール指定校

●科学技術、理科・数学に重点を置いたカリ
キュラムの開発と実施
●創造性、独立性を高める指導方法、教材
等の開発
●体験的学習、課題研究の推進
●国際性を育てるために必要な英語での
理科授業、プレゼンテーション演習等
●高大連携
●研究成果の評価への取り組み
●他校への成果普及
●科学技術人材育成重点枠採択校による
地域連携、海外連携など



・SSHの立案•申請書作成，運営

・海外研修，国内研修の企画・引率

・「探究」の研究指導や運営

・外部研修会•研修会での発表と情報収集

数多くの仕事に中心的に関わった 
研究の経験が大いに活かされた 
（台湾で学び始めた中国語も！）



3. これからの教員



教員を目指すために 
大学でどのように 
学べば良いか



自分なりの「答」と「提案」

1. 大学の授業や研究をしっかりやろう。
数理科学は素晴らしい学問で、あなたの
人生に必ず役立ちます。 

2. 教職課程や採用試験対策での、教育分
野の勉強をしっかりやろう。現場でとて
も役立ちます。



世界的な教育改革の
流れ

何を 
知っているか

何ができるか



人工知能碁が世界トップに4勝1敗  
人間棋士も健闘

　米グーグル傘下の英国ベンチャー企業ディープマインド社が開発し
た人工知能(AI)囲碁ソフト「アルファ碁」と、世界トップクラスの韓
国人プロ棋士が対決し、5回戦でアルファ碁が4勝1敗と大きく勝ち越
した。グーグル社、ディープマインド社が15日発表した。アルファ碁
には、コンピューターが自ら学習する「ディープラーニング(深層学
習)」と呼ばれる新技術が導入されており、最先端のAIのレベルと進
化の速さを世界に伝える結果となった。

scienceportal
http://scienceportal.jst.go.jp/news/newsflash_review/newsflash/2016/03/20160316_01.html

http://scienceportal.jst.go.jp/news/newsflash_review/newsflash/2016/03/20160316_01.html


演習1

これから15年後に、人工知能(AI) にとって代わられて、なくなると
思われる仕事を3つ考えてください。

scienceportal



事務

販売

サービス

なくなるなくならない

金融

教育

医療介護

科学者

Frey - Osborne,2013



演習2
2030年に、このような現状に対応するために、中学校の新しい教科
を作ります。生徒が何を、どのように学ぶか考えてみてください。

scienceportal

何を学ぶか どのように学ぶか

教科名：



これからの学校では 
何を、どう 

教えればよいのか



P21のフレームワーク
http://www.a-kumahira.com/blog/2012/04/st-p.html



社会の変化に対応する資質や能力を育成する教育課程編成の基本原理
国研  2013



Four dimensional education

勉強の仕方
Fadel, Bialik, Trilling 2015 



何を 
知っているか 何ができるか

アクティブラーニング

メタ認知

一方向・知識伝達型の授業
クローズドな学校 社会の中の学校
教科内容重視

全員が学習のオーナー
認知

文脈重視
教員が学習のオーナー

使う

これって‥ 
研究室?中・高



教科書の中身を教えるのと同じくら
い、「勉強の仕方」を教えることが
重視される。大変な気がするが‥

学力日本一、秋田県の小中ではごく
普通に、とてもよくやっています

安心してください



調査結果から得られた示唆（我が国の概況）

●教員の勤務時間は他の参加国よりも特に長く、人材の不足感も大きい

・ 日本の教員の１週間当たりの勤務時間は参加国最長（日本53.9時間 、参加国平均38.3時間）
このうち、授業時間は参加国平均と同程度である一方、課外活動（スポーツ・文化活動）の指導
時間が特に長い（日本7.7時間、参加国平均2.1時間）ほか、事務業務（日本5.5時間、参加国平
均2.9時間）、授業の計画・準備に使った時間（日本8.7時間、参加国平均7.1時間）等も長い。

・ 質の高い指導を行う上で、校長が、教員の不足、特別な支援を要する生徒への指導能力を持つ
教員の不足、支援職員の不足を指摘する学校に所属する教員の割合も高い。

●教員は､生徒の主体的な学びを重要と考えている一方､主体的な学びを引き出す
ことに対しての自信が低く､ICTの活用を含め多様な指導実践の実施割合は低い

・ 日本の教員の9割以上は、「生徒自身の探求を促すこと」を教員の役割として考え、「生徒は、問
題に対する解決策を自ら見いだすことで、最も効果的に学習する」、「生徒は、現実的な問題に
対する解決策について､教員が解決策を教える前に､自分で考える機会が与えられるべき」と考
えている。
・ 一方､日本の教員の自己効力感は全般的に低い傾向にあり､特に「生徒の批判的思考を促す」、
「生徒に勉強ができると自信を持たせる」､「勉強にあまり関心を示さない生徒に動機付けをする」、
「生徒が学習の価値を見いだせるよう手助けする」など生徒の主体的な学びを引き出すことに関
わる事項について、参加国平均と比べて顕著に低い。

・ 指導実践については､「完成までに少なくとも一週間を必要とする課題を行う」､「学習が困難な
生徒、進度が㏿い生徒には、それぞれ異なる課題を与える」､「生徒が少人数のグループで問題
や課題に対する共同の解決策を考え出す」ことなどを頻繁に行う教員の割合が低い。

・ 「生徒は課題や学級での活動にICTを用いる」ことを頻繁に行う教員の割合は、参加国中
最も低い（日本9.9%、参加国平均37.5%）

●職能開発（研修）の参加意欲は高いが、業務のスケジュールや費用、参加
への支援等に課題がある

・ 日本の教員は公式の初任者研修に参加している割合が高く、校内研修が盛んに行われている。

・ また、8割以上の教員が、過去12か月以内に何らかの職能開発に参加しており、課程（コース）
やワークショップのほか、他校の見学を行っている割合が参加国平均より顕著に高い。

・ 日本では、研修へのニーズが全体的に高いが、研修参加への障壁として、業務スケジュール
と合わないことを挙げる教員が特に多く（日本86.4%、参加国平均50.6%）、多忙であるため、
参加が困難な状況がある。費用、雇用者からの支援の不足を挙げる教員の割合も高い。

○校内研修等を通じて、教員が日頃から共に学び合うことが、教員の指導実践
の改善や意欲の向上等につながっている

・ 日本の学校で、教員が学び合う校内研修、授業研究等の伝統的な実践の背景があり、教員
が組織内指導者（メンター）による支援を受けている割合が高く、校長やその他の教員から
フィードバックを受けている割合も高い。

・ 授業観察に基づくフィードバックや教員の自己評価、生徒対象の授業アンケートなど､多様な
手法が用いられている。また、日本では､他の教員の授業を見学し､感想を述べることが行って
いる教員が特に多い(日本93.9%、参加国平均55.3%)

・ これらのフィードバックの効果として、指導実践の改善や仕事への満足度、意欲等の面で
好影響があると回答している教員の割合が参加国平均よりも高い。

課題を踏まえた文部科学省の当面の取組

◆主体的に取り組む態度の育成など学習指導要領が目指す教育の推進

○効果的な指導実践等の情報提供
・ 生徒の主体的に学習に取り組む態度の育成を教員が自信をもって行えるよう、言語活動をはじめ
効果的な指導実践の蓄積、情報提供などの支援を実施

○次期学習指導要領の改訂に向けた検討
・ 本調査結果も参考にして、指導の一層の改善を図るためにも、学習指導要領全体の構㐀について、
今後、育成すべき資質・能力、各教科等の目標・内容、学習評価の在り方をセットに見直すことを検討

◆ 教員の資質向上の推進（教員の養成・採用・研修の改善）

☆ 教員の養成・採用・研修の改善に向けては、教員免許制度の見直しも含めて、現在、中央教育審議会
教員養成部会及びワーキング・グループにおいて議論を進めており、今後、教育再生実行会議の提言
も踏まえ、本調査結果も参考にしながら夏以降に本格的な審議を予定。

○研修への支援等の充実
・ 教育委員会と大学の連携･協働による研修プログラム開発への支援などによる初任者研修や管理職
研修を含めた現職研修の高度化

・ 教員が必要とする研修機会が得られるよう、研修の円滑な実施のための人的支援
・ 独立行政法人教員研修センターにおいて、教育委員会、大学等との連携を更に推進し、研修対象の
拡大や研修内容の充実を図る

○教職課程の改善や教員養成プログラム開発等への支援
・ 思考力・判断力・表現力、自ら課題を発見し解決する力の育成、子供たちが主体的・協働的に学ぶ
授業を展開できる 指導力の養成やICT活用等を含めた教職課程の改善を図るとともに、大学等に
おける効果的な教員養成プログラムの開発を支援

◆ ICTを活用した教育の推進

○教員研修等の充実
・ 教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るための校内研修を実施する教員のための研修の手引きや、ＩＣＴ
を活用した効果的な授業を行うための指導資料を作成

・ 独立行政法人教員研修センターにおいて、各地域で情報教育を推進する中核的な役割を担う指導主
事等を対象とした研修を開催し、その中で児童生徒のＩＣＴ活用等に関する講義・演習を実施

○最先端のICT活用の実証研究
・ 最先端のＩＣＴを活用し、学校同士や学校と家庭が連携した教育体制を構築するための実証研究を
実施

○学校のＩＣＴ環境整備に係る地方財政措置
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◆教職員等指導体制の充実

○主体的な学びを実現するための指導体制整備
・ 一方的に教えられる受け身の授業から、子供たちが課題の解決に向けて主体的・協働的に学ぶ授業
への転換（授業革新）を図り、一人一人へのきめ細かな指導体制を構築するため、市町村の選択によ
り少人数学級、ティーム・ティーチング、習熟度別少人数指導を実施するための教職員配置の実施

○学校現場の困難化に対する体制整備、勤務負担軽減の取組
・ 特別支援教育、いじめ、不登校などの教育課題に対応するための教職員配置の実施
・ 学校を教員だけでなく多様なプロから構成することにより、教員は授業に集中し、多様な課題には
専門性を持った人材が対応できるよう、多様な人材を学校現場に参画させることを推進

・ 校務の情報化や事務の共同実施など学校運営改善の好事例の普及、学校を対象として行う調査の
縮減など、教員の勤務負担軽減の取組を引き続き推進

OECD国際指導環境調査の結果より



調査結果から得られた示唆（我が国の概況）

●教員の勤務時間は他の参加国よりも特に長く、人材の不足感も大きい

・ 日本の教員の１週間当たりの勤務時間は参加国最長（日本53.9時間 、参加国平均38.3時間）
このうち、授業時間は参加国平均と同程度である一方、課外活動（スポーツ・文化活動）の指導
時間が特に長い（日本7.7時間、参加国平均2.1時間）ほか、事務業務（日本5.5時間、参加国平
均2.9時間）、授業の計画・準備に使った時間（日本8.7時間、参加国平均7.1時間）等も長い。

・ 質の高い指導を行う上で、校長が、教員の不足、特別な支援を要する生徒への指導能力を持つ
教員の不足、支援職員の不足を指摘する学校に所属する教員の割合も高い。

●教員は､生徒の主体的な学びを重要と考えている一方､主体的な学びを引き出す
ことに対しての自信が低く､ICTの活用を含め多様な指導実践の実施割合は低い

・ 日本の教員の9割以上は、「生徒自身の探求を促すこと」を教員の役割として考え、「生徒は、問
題に対する解決策を自ら見いだすことで、最も効果的に学習する」、「生徒は、現実的な問題に
対する解決策について､教員が解決策を教える前に､自分で考える機会が与えられるべき」と考
えている。
・ 一方､日本の教員の自己効力感は全般的に低い傾向にあり､特に「生徒の批判的思考を促す」、
「生徒に勉強ができると自信を持たせる」､「勉強にあまり関心を示さない生徒に動機付けをする」、
「生徒が学習の価値を見いだせるよう手助けする」など生徒の主体的な学びを引き出すことに関
わる事項について、参加国平均と比べて顕著に低い。

・ 指導実践については､「完成までに少なくとも一週間を必要とする課題を行う」､「学習が困難な
生徒、進度が㏿い生徒には、それぞれ異なる課題を与える」､「生徒が少人数のグループで問題
や課題に対する共同の解決策を考え出す」ことなどを頻繁に行う教員の割合が低い。

・ 「生徒は課題や学級での活動にICTを用いる」ことを頻繁に行う教員の割合は、参加国中
最も低い（日本9.9%、参加国平均37.5%）

●職能開発（研修）の参加意欲は高いが、業務のスケジュールや費用、参加
への支援等に課題がある

・ 日本の教員は公式の初任者研修に参加している割合が高く、校内研修が盛んに行われている。

・ また、8割以上の教員が、過去12か月以内に何らかの職能開発に参加しており、課程（コース）
やワークショップのほか、他校の見学を行っている割合が参加国平均より顕著に高い。

・ 日本では、研修へのニーズが全体的に高いが、研修参加への障壁として、業務スケジュール
と合わないことを挙げる教員が特に多く（日本86.4%、参加国平均50.6%）、多忙であるため、
参加が困難な状況がある。費用、雇用者からの支援の不足を挙げる教員の割合も高い。

○校内研修等を通じて、教員が日頃から共に学び合うことが、教員の指導実践
の改善や意欲の向上等につながっている

・ 日本の学校で、教員が学び合う校内研修、授業研究等の伝統的な実践の背景があり、教員
が組織内指導者（メンター）による支援を受けている割合が高く、校長やその他の教員から
フィードバックを受けている割合も高い。

・ 授業観察に基づくフィードバックや教員の自己評価、生徒対象の授業アンケートなど､多様な
手法が用いられている。また、日本では､他の教員の授業を見学し､感想を述べることが行って
いる教員が特に多い(日本93.9%、参加国平均55.3%)

・ これらのフィードバックの効果として、指導実践の改善や仕事への満足度、意欲等の面で
好影響があると回答している教員の割合が参加国平均よりも高い。

課題を踏まえた文部科学省の当面の取組

◆主体的に取り組む態度の育成など学習指導要領が目指す教育の推進

○効果的な指導実践等の情報提供
・ 生徒の主体的に学習に取り組む態度の育成を教員が自信をもって行えるよう、言語活動をはじめ
効果的な指導実践の蓄積、情報提供などの支援を実施

○次期学習指導要領の改訂に向けた検討
・ 本調査結果も参考にして、指導の一層の改善を図るためにも、学習指導要領全体の構㐀について、
今後、育成すべき資質・能力、各教科等の目標・内容、学習評価の在り方をセットに見直すことを検討

◆ 教員の資質向上の推進（教員の養成・採用・研修の改善）

☆ 教員の養成・採用・研修の改善に向けては、教員免許制度の見直しも含めて、現在、中央教育審議会
教員養成部会及びワーキング・グループにおいて議論を進めており、今後、教育再生実行会議の提言
も踏まえ、本調査結果も参考にしながら夏以降に本格的な審議を予定。

○研修への支援等の充実
・ 教育委員会と大学の連携･協働による研修プログラム開発への支援などによる初任者研修や管理職
研修を含めた現職研修の高度化

・ 教員が必要とする研修機会が得られるよう、研修の円滑な実施のための人的支援
・ 独立行政法人教員研修センターにおいて、教育委員会、大学等との連携を更に推進し、研修対象の
拡大や研修内容の充実を図る

○教職課程の改善や教員養成プログラム開発等への支援
・ 思考力・判断力・表現力、自ら課題を発見し解決する力の育成、子供たちが主体的・協働的に学ぶ
授業を展開できる 指導力の養成やICT活用等を含めた教職課程の改善を図るとともに、大学等に
おける効果的な教員養成プログラムの開発を支援

◆ ICTを活用した教育の推進

○教員研修等の充実
・ 教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るための校内研修を実施する教員のための研修の手引きや、ＩＣＴ
を活用した効果的な授業を行うための指導資料を作成

・ 独立行政法人教員研修センターにおいて、各地域で情報教育を推進する中核的な役割を担う指導主
事等を対象とした研修を開催し、その中で児童生徒のＩＣＴ活用等に関する講義・演習を実施

○最先端のICT活用の実証研究
・ 最先端のＩＣＴを活用し、学校同士や学校と家庭が連携した教育体制を構築するための実証研究を
実施

○学校のＩＣＴ環境整備に係る地方財政措置
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◆教職員等指導体制の充実

○主体的な学びを実現するための指導体制整備
・ 一方的に教えられる受け身の授業から、子供たちが課題の解決に向けて主体的・協働的に学ぶ授業
への転換（授業革新）を図り、一人一人へのきめ細かな指導体制を構築するため、市町村の選択によ
り少人数学級、ティーム・ティーチング、習熟度別少人数指導を実施するための教職員配置の実施

○学校現場の困難化に対する体制整備、勤務負担軽減の取組
・ 特別支援教育、いじめ、不登校などの教育課題に対応するための教職員配置の実施
・ 学校を教員だけでなく多様なプロから構成することにより、教員は授業に集中し、多様な課題には
専門性を持った人材が対応できるよう、多様な人材を学校現場に参画させることを推進

・ 校務の情報化や事務の共同実施など学校運営改善の好事例の普及、学校を対象として行う調査の
縮減など、教員の勤務負担軽減の取組を引き続き推進

OECD国際指導環境調査の結果より



新しいことを自分から学ん
でいく能力(L2L)がとても大
事→まさに，大学で身につ
けるべきこと！



最後に

素晴らしい生徒たちと 
ともに成長していける 
とても楽しい， 
夢のある仕事です。

ぜひ，チャレンジを！


